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市町村合併により廃止された旧市町村へ修正申告書を電子申告する場合のご注意

４月１日現在、全国１，０６１市区町村へ地方税電子申告ができます。地方税電子申告が可能

な市町村の中には、過去に市町村合併により廃止された市町村が多数含まれています。

「地方税ｅＬＴＡＸ仕様」では、合併により廃止された旧市町村への修正申告に係る電子申告

に制限事項が設けられています。その内容と旧市町村への修正申告書を電子申告する場合の手順

について、ご案内いたします。

１．「地方税ｅＬＴＡＸ仕様」の制限事項（市町村合併により廃止された市町村への電子申告）

（１）合併日以後は、新・市町村への電子申告となるため、合併により廃止された旧市町村への

電子申告はできません。そのため、合併日前に旧市町村へ電子申告した内容の修正申告を、

合併日以後、新・市町村へ電子申告する場合は、合併前とは異なり、注意が必要です。

（ご注意事例：合併により廃止された２以上の旧市町村に事業所等を有していた法人が、

当該２以上の旧市町村へ修正申告を行う場合）

下図のように、旧Ａ市の修正申告を新・Ａ市へ電子申告した後、旧Ｂ市の修正申告を新・

Ａ市へ電子申告した場合、旧Ａ市分は修正申告がなされなかったことになります。

①旧Ａ市 合併 新・Ａ市 （２番目の旧Ｂ市の電子申告のみが有効）

②旧Ｂ市

（２）複数の旧市町村へ修正申告する場合は、必ず、下記の「２．市町村合併により廃止された

旧市町村へ修正申告書を電子申告する場合の手順」を確認の上、申告してください。

２．市町村合併により廃止された旧市町村へ修正申告書を電子申告する場合の手順

（１）２以上の旧市町村へ修正申告する場合

新・市町村へ電子申告できるのは、１つの旧市町村分のみとなりますので、電子申告する

旧市町村と書面提出となる旧市町村分を、事前に明確に区分してください。その後、以下の

手順で、それぞれの修正申告を行ってください。

①新・市町村へ電子申告する旧市町村の処理

1)ＡＳＰ１０００Ｒの「地方税ワーキングシートの入力」で、旧市町村の市町村コードを、

新・市町村の市町村コードに変更します。

2)ＡＳＰ１０００Ｒでは、入力（変更）された市町村コードを基に法人税割および均等割

の税率を判定します。そのため、旧市町村に適用される税率と、新・市町村に適用され

る税率が異なる場合は、旧市町村の税率を直接入力します。

②書面提出の旧市町村の処理（新・市町村へ電子申告できない旧市町村）

1)「地方税ワーキングシートの入力」で、旧市町村の市町村コードを入力（確認）します。

2)申告書を印刷し、書面提出します。

（２）１つの旧市町村へ修正申告する場合

合併により廃止された旧市町村への修正申告書を、新・市町村へ電子申告します。以下の
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手順で、修正申告を行ってください。

①新・市町村へ電子申告する旧市町村の処理

1)ＡＳＰ１０００Ｒの「地方税ワーキングシートの入力」で、旧市町村の市町村コードを、

新・市町村の市町村コードに変更します。

2)ＡＳＰ１０００Ｒでは、入力（変更）された市町村コードを基に法人税割および均等割

の税率を判定します。そのため、旧市町村に適用される税率と、新・市町村に適用され

る税率が異なる場合は、旧市町村の税率を直接入力します。

３．ご参考

（１）全地方公共団体の地方税電子申告受付状況：

地方税ｅＬＴＡＸホームページ掲載の「eLTAX全地方公共団体のサービス状況の一覧」で

確認できます。

（２）平成１１年度以降の市町村合併の実績及び予定：

総務省ホームページ掲載の「市町村合併の状況」で確認できます。

以 上


